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にしたら忘れられない光景です。視界のうち、地平線の端から端まで石畳の列が続いている。そこに費やされた途方もないエネルギーの問題意識は明白です。異民族侵入から自民族の支配領域、彼の想定する中華民族 テリトリーをいかに防衛するか。こ 点、私は、中国を本質的に陸上国家であると考えています。中国人の基本的な安全保障観では、敵との間に空間的な広さと距離 確保しないと安心できない。長城はこの不安感を、塀という形で可視化したものです。ご承知のとおり、近年、中国は、海洋進出を積極的に進めています。その目的は、専門家の間で「第一列島線」とか「第二列島線」などと呼ばれていますが、要するに、ここからあ こまで自分の縄張りにするということ。これは、典型的に陸上国家の発想であり、海に万里の長城を作ろとしている。海洋国家である日本やアメリカにとっては、やはり困る話なのです。　
三つ目には、これもよく知られ
ているものですが、台湾の故宮博物院が所蔵しているヒスイで作られた「白菜」と「豚 角煮」の工芸品です。それらは、中華文明の












































































































































































































































































ではありません。一例として、ときに集団暴力として発現する権力をめぐる中国政治の行動様式について、文革を直接目撃 た先生方は、これを比較的スムーズに感得できる。しかし我々の世代は、そのような政治的人間の無慈悲性暴力性を肌感覚として十分に共有していない。大規模な暴力行為発生した二〇一二年九月の反日デモは、観察者としてのそう た困難を再確認させる出来事でした。制度とかシステムとか綺麗な言葉だけで、中国政治を語 ことにやはり無理がある。中国的な政治的人間像と集団行動のあり方について、政治学の通用概念が示す以上に、もっとドロドロ した人間の生と情を 比較政治分析のなかにいかに落とし込んでいくか。私の理解では、これらは野村浩一先生や加々美光行先生、西村成雄先生らがご著書 なかで 長年にわたって討究され続けてきたテーマですが、将来世代の研究者 っても、一層切実な課題であるえましょう。　
研究動向の説明の最後に、中国
共産党が学問の分析対象としてど
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は、当初の予想とは異なり、新興エリート層のマジョリティは、共産党への入党の意思をそれほど積極的に示していない 彼らの期待は、共 と 政治的距離感を見極めつつ、自らの利害充足を図ることにあります。例えば、多くの私営企業家 入党に もなうメリット（例、人脈形成や銀行融資



















































































































































































































































































































































































































































は、異なる二つ 意見を提出しているように思います。すなわち、①頻発する民衆の抗議行動は、急速な社会変動にともなう一時的不安定にすぎないという見方と、②それらは、権威主義の政治体制に内在する構造的矛盾だ する方です。明言はしないものの、前者がおそらくは中国当局の意見であり、後者は外部の観察者、例えば日米のマスコミ報道等の底流にみられる見解です。この二つの説明は、共産党 支配の持続可能性について、論理的には、正反対結論を導くことが可能です。前者の「社会変動・一時的不安定化」説は、近代化の過程で多くの国々でも共通にみられる現象です。一九五〇年代半ばから七〇年代初めにかけて、わが国でも、学生運動を主体として社会全体の政治化が昂進しました。社会システムが急に変化すれば、大なり小なりどうしても波風は立つ。 かし時の流








































































































































































権力バランスの変更を企図した点で、まさしく文革の危険な再来として映ったでしょう。要するに薄熙来事件とは、新規の政治局常務委員会入りを目指した薄が、大衆心理の利用という「民主」的な政治手法を採用 たこ に対する、他の指導者 脅威認識 政治的嫌悪感の表われであった。 れらの点は、非民主主義体制における力継承の難しさを改めて告げてます。だがこの問題が解決されない限り、自ら 政治的不遇と指導部内での力不足を嘆く第二・第三の薄熙来が、権力闘争の過程で、末端レベルの党員やその他 社会勢
力
を
動
員
し
よ
う
と
す
る
可
能
性
は
、
今
後
も
否
定
で
き
な
い
で
し
ょ
う
。
　
長くなりましたが、私の話はこ
こまでとさせて頂きます。いま一度、受賞のお礼を申し上げると共に、
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の
名に相応しい研究者たるべく、今後とも一層の研鑽に努めてまいる所存です。ご清聴、どうも有難うございました。
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